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別紙様式第 1号 (定期借蛇、用途指定、分割納付 (新規用)〕

固有財産有償貸付合意審

貸付入 園 (以下「甲Jと いう。)と借受大 学校法人森友学園 (以下 r乙 Jと いう。)と

は、国有財産にういて惜地争Eと家法 (平成3年法律第90号。以下 r法」という。)第 28条常

2項の規定に基づく事業用定期惜地権の設定を自的として、次の条項を内容とする搭地契

約を平成27年 6月 ど臓までに公重証書により締結する゛

なお、本件借地権は事業翔定期借地権とする。

(貸付財達)

第1条 貸 は、次のとおり。

8,770,43

(貸付期FF身 )

第2条 貸付期間は、平成27年 心月七日から平成37年 ご月′テロまでの 10年間とする。

(本契約の目的)

第3条 本契約は、申が4に対して、貸付財産に法第23条第2票に基づく事業用定″翻借地
権 (以下 手本件借地権Jと いう。)を設定することを目的とする。

2 本件僣地権1ま、契約の更新 (更新請求及び土地の使用継続に,よるものも含む)及び建
物の集造1■よる存続期閣の延長がなく、とは貸f寸財産上の建物の買取を甲に請求するこ

とができないょ

3 本件契約は.法第 3条から第 8:条下並びt=法第 13条及び法第 18条、民法第 619乗の
適用:まない。

(質受けの特約)

第4条 乙は.第 2祭で定める貸付期間の浦了前に、本契約を終了し、貸付財産を甲から
震受けることができるものとする。

2 前項の買受けについての詳細は、別途固有財産売買予約契約書により定めるものとす
る。

3 乙が、第 1環に基づき貸付財疫を甲から買受子する場合には、乙は第20祭第1項で定め
る貸付財産上の建物その他工作物の除去は必要としない。

(土壌芳染及び地下埋設物〉

第5条 乙Iま、平成 26年 11月 7日及び平成26年 12月 17日 に甲が引き演した「大阪国際
空港豊中市場夕1用地 (野圏地区)土地履歴等調査報告書 平成 21年 3月 ど、「平成 21年
度大阪国際空港豊中市場タホ用地 (野田地区)地下構造物状況調査業務報告書 (OA301)平

成 22年 1月 J、 r大阪国際空港場外用地 (OA301)土 壌汚染概況調査業務報告書 平成 23

備考所在地 区分 数量 (言 )

豊中市野田町 1501番 土地



年 11月 」、『平成23年度大阪国際空港場タト用地 (OA301)土壌巧梁課度方向調査業務報告

書 平成24年 2月」(以下 r本件報告審等」という。)に記載の地下埋設奪勿の存在及び土
壌汚染の存在等を了承するものとする「。

乙1ま、前項の内容に加えて、貸付財産のうち一部 471.875浦 が、豊中市より上〕裏汚粂

対策法第 11条 1第 1項`で定める形質変更時要層出区域に指定されていることを了承するも

のとする。

乙は.前 2項を了承したとで本契約を締結するものとし、本件報告書等に記載のある

汚染物質.地下埋設物等の存在及び形費変更時要届出区域の指定を理由として、環疵機

保責任に基づく本契約解除及び損害賠償請求並びに貸付料の減免請求等を行わないこと

を、甲に対して約する。

2

3

(主壌汚染除去等費用)

第6条 乙がH前条第 1項記載の上壌汚栄、地下埋設物の除去を行い、それによつて貸付
財鷹の価格が増大した場合の除去費用は有益費とする。

2 前
'員

の有益費1ま、本契約終了の時に、貸付財鹿価格の増加が現存する場合に限り、乙

が支出した費用のうち甲の基準による機証をFをまえて乙と合意した額又tよ貸付財産l雨格

の増加類のいずれかを甲が選択のうえ←乙に対して速還する。

3 甲は、前項の規定にかかわらず、甲が返還すべき窮益費の金額算定につき、本契約終
了魏におとヽても、貸付財産価格増加の現存額算定の基:準時期を指定したうえで,前項と

同様の方法により甲が乙に返還すべき有益費の額を定めることができる。但し.同金員

の返還時期及び返還方法は、甲が指定し、向金員に対しては、返揮時期までの和I息及び

違延損害金は付さないこととする。

4 前 2'興における貸付財底価格の増加額は、甲の基準|こよる鑑定評価方法によって定め
ることに乙|よ周意する。

5 第2項の返透時期につき、相当の期限を付する必要が生じた場合には、甲及び乙が協
議したうえて、相当な期限を付した還遼時期を定めることができる。

6 第 1項の有益費に関して、甲|ま、乙に対し、乙が、現に行い又;よ行おうとするェヒ壌汚
染又は地下埋設孝勿除去工事に関する一切の必要資料の提出を求め、その他必要な調査を

行うことができる。

(契約保縦金)

第7条 乙は、本契約締結と同時に、撰約保護金として金 27.300,000円 を甲に納付しなけ
ればならない。

2 前項の契約保護金は～第 23条に定める損害賠償寄員の予定又はその一部と解釈しない。
3 第 1項の契約保証金に|よ利息を付さない。
4 甲|ま、

=|が
、本契約終了後、第20条に定める義務その他本契約に定める義務を履行し

たときtま、みの請求により遅滞なく第 1項に定める契約保護金を乙に還付する。

6 甲は、乙が、本契約終了後、第 20条に定める義務を履行しないときは、第1項に定め

る契約保証金を第 18条第 1項に定める違約金として国庫に帰属させることができる。

6 前項の規定により国庫に帰属する金員は、第 20条第3項に定める原状回復Iこ要する費
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用の一部に充てるものと解釈しない。

本契約が解除され、又は終了した場合において、乙が第 18条の規定に基づく違約金そ

の他本契約に基づき全銭を支払うべき義務があるときは、第 4項の規定にかかわらず、

甲はその連約金等と第 1項に定める契約保証金の全部又|よ一部と報殺することができる。

乙は、甲め善面による承議を得なとヽで、第 4項の保護金逐越請求権を第二者に譲渡し

又は担保に供してはならない。

7

8

(貸付料)

第8条 貸付料は、平成27筆こ月心日から平成30年 ι月7嵐までの期間については、次
に掲げるとおりとする。

期 F協尋 貸付料年額

第3年次

2 前項に規定する期釉島が満了した後の期間|に係る貸付料については甲の定める貸付料算

定基準に基づき算定した貸付料年額によるものとし、その金額については、甲から通知

する。なおⅢその適用期間手よ3年 F,1とする。

3 前項に規定する甲の定める貸付料算定基準1ま、財務省通達 r平成 13年 3月 30日付財
理第1303号 普通財産貸付事務処理要領Jに基づくものとするが、周通達記載内容に変
貢が生した場合には、貸付料算定時の国有財産簡違通達に基づき算定するものとする。

4 第2項に規定する適南期間が満了した後の貸付料及び適用期間については、第2項の
規定を準用する。

(貸付料の繊付)

第9条 乙は、前条!第 1】員に定める貸付料を、次に定めるところにより、甲の発行する納
入告知書により々れ付しなければならない。

納付金額 納付期限

備考年

27,300,.000円27年 ど月魯日至平成28年 と月7日自平第 1年次

第 2年次 自平成 28年 ど月息日霞平成 29年

`月

`′目

自平成29年 と月 3日至平成3o年 な月 日

271309,000関

27,300,000円

毎次 園数 備考

第

年
次

第 1回 212'Si 000円 納入告矢B審の指定期目

第 2回 2,275,000闘 平成 27年 7月 20日

第 3園 2,275,000開 平成 27年 3月 29日

第 4回 2,275,000門 平成 27年 9月 20日

第 5回 2127S,000躙 平成 27年 10月 20日

第 6園 2,275,000円 平成 27年 11月 20日

第7国 2,275,000関 平成27年 12月 20日

第 8回 21275,000田 平成 28年 1月 20日

第 9園 2,275,OoO円 平成 28年 2月 20爾

第 10回 2,275,000円 平成28年 3月 20日

第 11回 2,275,000円 平成 28年 4月 30日

第 12回 2.2751000円 平成 28年 5月 20日



計 27.300i000関

第

年
次

第 1回 212'5,000闘

21275,000円

平成 28年 6月 20目

第 2回 平成 28年 7月 20日

第 3回 2.275,000爾 平成 28年 3月 29日

平成 28年 9月 20自第 4回 2,275t000F弓

第 5園 2,275,000門 平成 28年 10月 20日

第 6園 2,2761000円 平成 28年 11月 20日

第7回 2,275,000円

2,275,000円

平成 29年 12月 20日

第 8回 平成 29年 1月 20日

第 9回 2,275,000円 平成 29年 2月 20日

第 10園 2.2,S1000用 平成 29年 3月 20歴 1

第 11回 212'S,000円 平成 29年 4月 30日

第 12回 2,275,000閣 平成 29年 5月 20日

計 27,3901000円

平成 29年 6月 20日

第

年
次

第 1回 2,275,000調

第 2園 2,2,5,000開 平成 29年 7月 20日

第 3回 21275,000円 平成 29年 9月 20日

第 4回 21275,000円 平成 29年 9月 20日

第 5自 2,275,000閑

2‐ 275t000門

平成 29年 10月 20隠

第 6回 平成 29年 11月 20日

第■回 21275,000円 平成 29年 12月 20目

第 8日 2,275,000円
―
平成 30年 1月 20日

第 9回 2.276,900円 平成30年 2月 2つ R
第 10回 2,275,000円 平成 30年 3月 20日

第 11回 2,275,000円

2,275,000円

平成 30年 4月 30日

第 12回 平成 30年 5月 20日

計 27,300,000円
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2 前項の規定は、前条第2項 (固1条第4項の規定により準用する場合を含む。)の規定に

より更新した貸付料の納付方法に準用する。

(貸付料の改定)

第 10条 甲は、貸付財産の価格が上昇し貸付料が不相当になったとき等、法第 11条第 1
項本文の規定に該選することとなつたときは、第8条の規定にかかわらず、貸付料の増

書員を請求することができる。

(指定用途)

第 11条 乙は、貸付財産を貸付申請書に記載又は添付した使用目的、利用計画 (建物及び

工作物の西こ置計画を含む。)及び事業計画のとおりの用途に自ら使用し、甲の承認を得な
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(指定期日)

第 12条 乙は、平成 28年 3月 31日 までに工事を完了し、大阪府知事から学校の設越の認
可を得たうえで、直ちに前条に定める用途に供さなければならない。

(貸付料の延滞金)

第 13条 乙は、申が定める納付期限までに、第9条に基づ(貸付料を紬付しない場合には、
納付期限の翌日から納付した日までの期間について、第24条に基づき算定した延淋金を

甲に支払わなければならない。

(売当の順序等)

第 14条 乙が、貸付料及び延滞金を納付すべき場合において、納付された金額が賞付料及
び延滞金の合計額に溢たないときは、先ず延滞金から充当する。

2 本契約が角筆除され、果は終了した場合において、第7条第フI員及び第22条第31員の規
定により契約保誕金及び未経過靭間に係る貸付料を第 18条の規定に基づく違約金その他

本契約に基づき乙が甲に支払うべき金銭横務と相殺するときは、甲は単先ず未経過期間

に係る貸付料から相殺し、なお当該金銭僚務に残余があるときは、契約保護金と相殺す

ることができる。 ザ

(使用上の部l膜〉

第 15条 乙は、貸付財産―について第 11条に規定する使篤目的、利用計薗及び事業計画の
変更をしようとする場合には、事前に変更する理由及び変更後の使用目的等を暮面によ

つて甲に申講し、その承認を受けな(すればならない。

2 前項に基づく申の承認は、書面によるものとする。
3 とは.貸付財産及び当該財産上に所在する建物その他五作物について、増改築等によ
る現状の変更 (雑撒な変更を除く。)を しようとするときlよ、事前に増改築学をしようと

する理由及び当該増改築等の計百回を記載した書面を甲に通知しなければならない。

(財産保全義務)

第 16条 乙1ま、善農な管理をとしての注意をもって貸付財産の維持保全に努めなければな
らない。

2 乙は、貸付財産が天災その1也の事由によってオ員壊し、第二者に損害を与えた場合には、
その賠償の責を負うものとし、甲が乙に代わって賠協の資を果たした甥合には、乙に求

償することができる。

(実地調査等)

第 17条 甲は本契約に基づく債権の保全上必要があると認めるときは、乙に対し、その業
務着しくは資産の状況に関して質問し、帳簿、書類その他の財産を調査し又は参考とな

るべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。

と



2 甲は、乙の第 11条、第 12条、又は第 15条に規定する用途指定の履行状況を確認する
ため、甲が必要と認めるときrま実地調査又は実地監査を行うことができる。

3 乙は、本契約締結の日から第 2条に定める貸付期間満了の日まで毎年 4月 30日 に、ま
た甲が必要と認めるとき|ま貸付財産について権利の設定又は当該財産上に所在する建寺勿

その他工作物の所有権の移転等を行つていない事案及び利用状況の事案を証する登記事

項証明書その他の資料を添えて貸付財産の利用状況等を甲に報告しなければならない。

4 乙は、H碧な理由なく、第 1項及び第 2項に定める質問、調査、実地調査又iす実地驚
査を拒み、妨1ず若しくは忌避 t又は第 1項及び前項に定める報告若しくは資料の提出を

怠ってはならない。

(違約金)

第 18条 乙は.第 8条第 1項に定める翔F脅身中に次の各号に定める事由が生したときは、そ
れぞれ当該各号に定める金額を違約金として.甲に支払わればならない。

(1)第 12条、第 15条第1項又は前条に定める義務に違反した場合 金 27,300t000出
(2)第 11条に定める義務に違反した場合 金 81,9001000円
(3)第 20条第 1項に定める義務に違反した場合 金 27.300,000円
2 とfま、第8条第 1項に定める期間を経過した後において前項に定める義務に違反した
場合の違約金 (前項第3号を除く。)は、第8条第 2票又|ま第4'員の期間について甲の定

める基準により算定した金額によることに同意する。なお代金額については甲から通知

する。

3 前 2項に定める違約金tま、第23条に定める損害賠償額の予東又はその一部と解釈しな
い 。

4 乙が第 1項又は第 2項に定める違約金を支払う義務を負う場合に、甲が第7条第7項
又は第22条第3項の規定により当該違約金の一部を契約f黒証金等と相殺したときは、第

lI買又は第2項の規定にかかわらず、甲が通知する金額を紬付するものとする。

(契約の解除)

第 19粂 甲は、乙が本▼契約に定める義務に違反した場合には、本契約を解除することがで
きる。

2 甲は、乙が第 12条に定める期日までに、工事を完了し、大轟′反府知事から学校の設置の

認可を得ることができず、第 11条に定める用途に供することができないとき|ま、前項の

規定にかかわらず,何 らの催告を要せず、本契約|を解除することができる。

3 甲は、乙が次の各号の一に該当していると認められるときは、第1項の規定にかかわら
ず、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。

(1)法人等 く個人、法人又は団体をいう。)の役員等 (掻l人である場合はその者、法人て

ある場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、

その他経営に実質的に関与している者をいう。以下 r役員等Jという。)が、暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律 (平成3年法律第77号 )第 2祭第2号に規定

する暴力図 (以下 r暴力EIl」 という。)又は同法第 2条第6号に規定する暴力団員 (以

下 r暴力団員」という。)であるとき

i



各

　

　

芸

物

事

　

　

甍

を

そ

た

起

ｋａ

　

な

　

頃

第

で
　
　
の

の
　
　

ちヽ
　
　
で

女 Fネ

η
そ員

渉

以

4

5

6

フ

(2)役員等が、自己、自社若しくは第二者の不この利益を図る目的、又は第二者に損害
を加える目的をもって、暴力國又は暴力国員を利用するなどしているとき

(3)役員等が、暴力国又は暴力国員に対して、資金等を供給し、又|よ便宜を供与するな
ど壱ヒ撥的あるいは1策極的に暴力国の維l寺、運営に協力し、若しくは関与しているとき

(4)役員等が、暴力団xは暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど
しているとき

(5)役員幸が、暴力団又は暴,3団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
(6)貸付物件を暴力団奢しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある国
体等であることが指定されている者の事務所又fまこれに毅する施設の用に使用したと

き

甲は、前2環の規定により本梁約を角筆除した場合は、これにより乙に生じた損害につい

て、何ら賠償ないし補償すること|よ要しないぅ

乙は、甲お`第3項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生したとき

は与その攪害を賠償するものとする。

乙|よ、第2条に定める貸付期間にかかわらず何時でも本契約を解除することができる。

乙|ま甲に対して、前項に定める契約の解除を行おうとする日の1年前までに、建物の

取壌し及び建物借曼人の樹月渡し等貸付財産の返還に必要な事項を書面により報告しなけ

ればならない。

(原状回復)   ・

第 26条  乙は、第 2条に定める賞付期F,身が溝7したとき又は前条の規定により本契約が解
除されたときは.甲の指定する期獨までに、自己の責任と負担において、貸付財産上の

建物その他工作物を除去し、貸付財産を原状に回復して.甲に更地で返還しなければな

らない。

2 乙は甲に対し、第2祭に定める貸付期間が満了する日の1年前までに、建物の取壊し
及び建物借受人の明渡しの自機等貸付財産の返量に必要な事メ員を書面により報告しなけ

ればならない。

3 乙が第 1項に定める義務に違反した場合には、甲は原状回復に要する費用を乙に請求
するものとする。

4 前項に定める金員は、第23条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解栞Rレない。
5 本契約は、法第 23条第2項の規定に基づくものであり、法第 13条の規定にか―かわら
ず、第 2粂に定める貸付期間が満了したとき又は前条の規定により本契約が解除された

ときに、乙隊甲|こ対し、貸持麟竜と1こ乙が建築した建物その他一切の工作物、造件等を

買い取るべきことを請求すること|まできない。

(貸付料滞織時の強制執行)   ´

第 21条 Zは本契約に定める金鏡債務を履行しないときは、直ちに強制執行に服する旨、

臭議なく承議する.
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(貸付料の清算)



第 22条  甲イま、本契約が解除された場合には、未経過期F粛弓に係る貸付料を返還する。ただ
し、その額が千円未満の場合には、この限りでない。

2 前項及び次項の規定により返還する未経過期間に係る貸付料には利息を付さないもの
とする。

3 甲は、本契約の解除により、乙が第 18条の規定に基づく途約金その他本契約に基づき
金銭を甲に支払うべき義務があるときは、第 lI員の規定ほかかわらず、返違する未経過

期間にかかる貸付料の全部又は二部と相殺することができる。

(損害賠l貸 )

第23条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害
を賠償しなければならない。

2 乙が前項の規定により損害賠償義務を負う場合に、甲が第7条第7票又|ま前条第3項
の規定|こより当該損害賠償額の一部を契約保証金等と相殺したときtま、前項の規定にか

かわらず、甲が通知する金額を納付するものとする。

(延滞金の算定)

第24粂 契約に基づき乙が甲に支払うべき金銭の延滞金については、次の式により算定す
るものとする。

1算定式 1元本金額X鶴 【延滞金利率】X(延滞金起算口から納付の日までの口数■365)

(本契約にかかる目割計算)

第 25条 甲及び乙が本契約に基づき車払うべき金銭の観|こついて日割計算を要するときは、

前条に基づき算定する場合を除き、聞年を含む期間についても、年 365日 当たりの割合

とする。

(1言義競実等の義務▼疑義の決定)

第26条  甲及び乙は4信義を重ん―し、誠実に本契約を履行しなければならない。
2 乙は、貸付財産が固有財産であることを常に考慮と、適正に使用するように留意しな

ければならない。

3 本契約に開して疑義があるときは.甲乙協議の上決定する。

(公正言と書の作成費用)

第 27条 公五証書を作成する費濡tよ、乙め負担とする。

(事前使用の禁止)

第 28条 この貸付合意書締結後、公正証書を作成するまでの間、乙|よ甲の許再を得ずに貸

付財産の使用をしてはならない。

(裁判管車害)
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第29条 本ユ妥約に閥する謙えの管韓は、近韓財務局所在地を管轄区域とする大阪地方裁判
所とする。

(地盤調査縮果に関する特約)

第 30:条 甲及びとは、第3条の貸付料が.平成27年 4月 2日に1乙が甲に提出した「(仮称)
M学薗小学校新崇工事地奮基調査報告書J言己載の,爾査結果及び本書作成時点における貸付
財産の地盤の現湧を考慮tた貸付料であることを確柳ぉする!。

2 乙は、貸付財産の地耐力その他地鐵状況を理由として、瑕疵担保資軽に基づく契約解

除Ⅲ根審賠償～貸付料の減れ、その他如何なる名臓においても甲に対して麟産上の畠露求

を一切行うことがてやきない。

3 乙が貸付財産に1関 して～地撃の整備、改良等の工事を実施した場合でも、乙は、同エ

事費篤その他費用につき、,民法第 608条に基づく無用の僚還、その他如任なる名目にお
いても、甲に対して財鹿との請求を一続行うことができない。

(その他有益費等の放棄)

第31条 乙
`よ

、本契約において申が乙に対して支払うことを約するものを除き、貸付財産

に関して乙が支出した必要費及び有益費等につき.甲に対しその俊逮等の請求をするこ

とができない。

(本契約の効力)

第 32条 本契約燃、平成 27年 各月8日 までに.事業用定糞潟借地権の設定を目的とする本
立契約と内容において同一の公正証書が作成されることを停止条件として効力を生じる。

平成27年 も 月ュゞr日
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貸付人 園
契約担当官 近畿財務局長 冨永 哲 E「

借受人 住所 大阪市淀
'11区

塚本一す自6番 25号
氏名 学校法人 森友学園


